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本 茂

「環境資源Jは， r公共財」としての特色を兼ね備えるため，市場で観察される価格情報を直接用いて，

その利用方法の是非を問うことが出来ない。このため， r環境資源Jの利用方法の是非を問うためには，何

等かの工夫を施し，その「便益評価jを行うことが必要となってくる。こうした課題に応えるべく，過去

四半世紀，様々な便益評価手法が「環境経済学Jの分野において開発・精鍛化されてきた。しかし，これ

らの便益評価手法へ，環境資源の利用にまつわる「不確実性Jがどのように反映されているかについては，

十分な考察が行われてきていない。本論文では，環境資源の便益評価手法を整理・類型化し，不確実性が

これら便益評価手法にどのように取り扱われているかについて分析する。
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1 .はじめに

鎌倉の町は，鶴岡八幡宮を中心に数多くの神社仏閣が存在し，毎週末多くの観光客で賑ってきた。

昨今では，遥か遠方から目や髪の色の異なる人々が訪れるようになっており，散歩を楽しむ彼等の

姿と日本的な町並みとが面白いコントラストをなすようになってきている。また，鶴岡八幡宮から

鳥居のある大通りを南に約 2km進めば，更に面白いコントラストに出くわすはずである。目の前に

は，舷いばかりの青い海が広がり，その上には色鮮やかなセールが舞っている。

古都の香りを楽しむ熟年観光客，マリンスポーツを楽しむ若者，鎌倉を訪れる目的や世代は異な

ろうが，帰路につく時の顔は皆実に満足気である。私も，幼年期・青年期をここで過ごしたが，鎌

倉の町にある神社仏閣や海は当時と変わらない便益を今も分け隔でなく与えてくれる存在である。
だんかつら

しかし，考えてみると，私は，春先に段葛に連なる淡い桜色を眺めるため，或いは，夏の盛りに
ぽら

黄緑色の鱗を追いかけるためその対価を支払った覚えは無い。また，鎌倉を訪れる観光客も梅雨の

頃，紫陽花を楽しむために入場料を支払ったり，若者もウインドサーフィンで海を駆るために料金

を支払ったりはしていないはずである。神社仏閣の花々の観賞或いは海での息抜きといった「環境

資源Jの利用に対して，その便益を事受する者は直接的な対価を支払っておらず，この点も，やは

り，私の幼年期から変化していない。
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11.環境資源の特色

1 .公共財としての特色

我々が財やサービスを消費する場合，一般的にその財やサービスの消費に見合った対価を支払う。

例えば，八百屋で“かぽちゃ"を買う場合には“かぼちゃ"の代金を支払い，映画館で“映画鑑賞"

する場合には規定の料金を支払い“映画鑑賞"をするはずである。しかし，先に述べたよう，環境

資源の便益を享受する場合，利用者はその対価を支払うことはない。これは，環境資源から産み出

される便益は，かぼちゃや映画鑑賞から得られる便益と異なり，rある利用者が便益を享受した後も，

他の利用者も引き続いて同様の便益を享受できるJという特性をもつからである。八百屋で売られ

るかぽちゃは，誰かが食べてしまえば他の人はその便益を享受出来ないし，映画館でも先に誰かが

席についてしまえば，後から入場する者は同じ便益を享受出来なくなってしまう o しかし，錦秋の

頃，誰かが鶴岡八幡宮の大銀杏の鮮やかな黄色を楽しんでいたとしても，後から来る観光客は同様

に目を休ませることは出来る。また，誰かが既に真白いセールを強っていたとしても，後から海に
もや

出た者も同様に海上を肪り時を過ごすことは出来るはずである。こうした特性を経済学では， r非競

合性 (non-rivalness)Jと呼ぴ，しばしば公共財の特色のーっとして取上げてきたが，環境資源は，

この「非競合性Jの特色を兼ね備えているo

鎌倉にある神社仏閣の多くでは，観光客の入場制限を行っていない。事実，明らかに宗教の異な

る異国の地からの観光客も，我々日本人と同様に神社仏閣の景観を満喫する機会に恵まれている。

また，海に駆り出たい若者は，誰でも自由にセールを張り，潮風を頬に受げる機会に恵まれている。

環境資源は，一般的に，その便益の享受を望むものに分け隔てないサービスを提供している。こう

した特色を，経済学では「非排除性 (non-excludability ) Jと呼ぴ，公共財のもう一つの特色として

論じてきたが，環境資源は，この「非排除性Jの特色も兼ね備えている io

2 .マーケットの利用制限

環境資源の多くは，公共財としての特色， r非競合性 (non-rivalnω)J及ぴ「非排除性 (non-

excludability) Jを兼ね備える。このため，他の公共財のサーピスを取引するためのマーケットが存

在しないのと同様に，環境資源から得られるサービスを取引するためのマーケットも存在しない。

先の例に立ちかえれば，鎌倉の神社仏閣を散策する機会を観光客同士で交換したり，船で海を筋る

機会を若者同士で交換したりし合うためのマーケットは存在しない。

マーケットが存在しないため，環境資源のサービスに対しては適格な価格設定が行われていない。

適格な価格設定が行われていないということは，市場メカニズムを通した最適な均衡状態(パレー

ト効率性)が達成さている補償がないことを意味する。従って，環境資源の存在を含め，社会の厚

生水準を分析するためには，何等かの工夫を行い，そのサービスに対して「便益評価Jを行うとい

った作業が必要となってくるo
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斯かる背景から，過去四半世紀に渡り，経済学とりわけ「環境経済学jの分野において，市場で

取引が行われない環境資源の「便益評価Jに関し，精力的な研究活動が実践されてきた。以下，こ

れら研究活動の成果について振り返り，筆者の研究成果にも触れながら，今後の研究課題について

議論を行いたいと思う o

III.便益評価の範囲

環境資源

外榔性 不砲実性 コンセンザス

Tumer et al. (1994)、栗山(1997)を_.に作成

環境資源の便益評価を目的として，様々な手法が開発されてきたが，このIII節では，それら便益

評価手法の類型化を行い，それぞれの便益評価手法が対象とする環境資源の価値を明確化したいと

思う o

1 .間接的利用価値(便益評価への外部効果の取り組み)

上図は，Turner (1994)，栗山(1997)を参考に便益評価の範闘をまとめたものである。 Turner

(1994)，栗山(1997)は，環境資源が持つ価値を，その資源を利用することによってもたらされる

「利用価値Jとその環境資源を利用せずに見出される「非利用価値Jに分けて説明を行っている。

利用価値には，環境資源を直接的に利用することによってもたらされる「直接的利用価値Jと資

源を間接的に利用することによってもたらされる「間接的利用価値Jが含まれる。一般的に，直接

的利用価値はマーケットでその対価を調べることが可能である。先の例を用いると，湘南の海から

水揚げされるシラスや鯵といった水産資源の価値は，この「直接的利用価値Jに相当する。一方，

「間接的利用価値Jは，マーケットでその対価を調べることが難しい。夏の盛りになれば，江ノ島

海岸にはピーチパラソルを広げる隙間がなくなる程多くの海水浴客が訪れるが，これらの人々の殆

どが「直接的利用価値」を求めて江ノ島海岸にやってくるわけではない。海水浴客は，むしろ，海
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からもたらされる「間接的利用価値Jを目指して江ノ島海岸にやってくるはずである。

直接的利用価値は，特別な配慮が行われないとしても，通常，費用便益分析の便益評価の範囲に

含まれてくる。例えば，湘南海岸の価値を計る場合，鯵やシラスといった水産資源の直接的な利用

価値は，その便益評価の範囲に含まれる。この点は，護岸工事や埋め立て事業が行われる際，漁業

補償が支払われているという事実からも明白であろう o 一方，間接的利用価値は，環境資源のもつ

特殊性を配慮せずに便益評価が実施される限り，便益評価の範囲には含まれないことが多い。例え

ば，海水浴客やサーフィンをする若者の便益を考慮せずに，沖合にテトラポットを敷設する計画な

どが考えられてしまうことがある。しかし，環境資源の間接的利用価値を含めずに，環境資源の利

用に関する評価を下すことは，利用者の多くが資源を間接的に利用しているという事実に照らし合

わせても，危険な考えであると言わざるを得ない。

環境資源の持っこうした間接的利用価値を取り込むことが，環境資源の便益評価における最初の

課題である。別の言い方をするならば，環境資源の間接的利用価値の取り込みは，その環境資源が

持つ「外部効果Jを便益評価に反映させることである。

例えば，公園にある木々は，町の景観を維持するという「正の外部効果」を持つが，周囲の宅地

に住む住民は，この正の外部効果を間接的に利用していると言い換えることが出来る。従って，公

園の便益評価をするためには，周囲の宅地の資産価値に反映されるこの外部効果を評価対象として

組み入れることが必要となってくるo

こうした目的にかなう有効な手段として， rへドニック・モデル (HedonicModel) Jの応用があ

げられる。へドニック・モデルでは，ある材の価値が様々な特性により決定されているものとみな

す。そして，個々の特性が，材の価格に与える影響を計量分析し，それぞれの特性の持つ価値の評

価を行う o へドニック・モデルは Griliches(1971)及びRosen(1974)により開発された後，米国

を中心に環境資源の便益評価へ幅広く応用されてきた。一般的には，住宅地の価格が様々な特性に

より決定されるとみなし，環境資源の存在という特性が住宅地の価格に与える影響を評価する。こ

うした理由から，へドニック・モデルは， r資産価値モデル (Properか ValueModel) Jと呼ばれる

ことカまある。

我が国においても1980年代後半に，岩田規久男・金本良嗣・北畠良房等により紹介がされた後，

数多くの実証研究が実施されてきている。日米両国における過去の実証研究の成果として，へドニ

ツク・モデルの応用により環境資源のもつ外部効果を計りえることが示されている~

既存のデータを用いて便益評価を行える利便性から，環境資源の間接的利用価値を評価する際，

へドニック・モデルが最初に応用される手法であると考えられる。具体的には，環境資源が外部効

果を及ぽすと思われる地域の資産価値と外部効果を及ぽさないと思われる地域の資産価値を計量分

析により比較し，外部効果の集計を行うことが，環境資源の便益評価への第 1番目のステップとな

ろう。

ところで，ヘドニック・モデルの応用によって資源の価値を計る場合，その資源が近隣の資産価
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値へ及ぽす外部効果を評価することとなるが，これをもって環境資源の兼ね備える間接的利用価値

を十分加味することが出来るだろうか。

湘南海岸を走っている車を見ると，地元のナンバー・プレートを付けた車に加え，他県のナンパ

ー・プレートを付けた車が少なくない。他県から来る人々は仕事や他の余暇を見合わせてドライプ

をし，海にやってくるのであるから，そこに来ることに何等かの便益を見出しているはずである。

しかし，へドニック・モデルを活用し，湘南海岸の存在が近隣の資産価値へ及ぽす外部効果を評価

したとしても，そこには，東京や埼玉からやってくる人々が湘南海岸の利用に見出す便益は含まれ

てこない。

こうした外部地域からの訪問客の便益を計る際に有効な手段として， rトラベルコスト・モデル

(Travel Cost Model) Jが利用されてきた。トラベルコスト・モデルは，環境資源の利用者が，そ

の資源の利用に対して支払っても良いと考える支払い意志額を， トラベルコスト(旅行費用)など

の補完指標をもとに導き出す手法である。湘南海岸で海水浴を楽しむためには，電車賃やガソリン

代を支払い目的地まで到達しなければならない。海水浴客の海水浴への支払い意志額を直接調べる

ことが出来ないとしても，海水浴客が電車賃やガソリン代にどれ位支払っているかを分析出来れば，

海水浴客の海水浴への支払い意志額をある程度導出することが出来る。トラベルコスト・モデルは，

Hotelling (1939)により最初に提唱された後，Clawson (1959)によって応用され，昨今は「レク

リエーションの便益評価jへ頻繁に用いられている。トラベルコスト・モデルを用いた過去の実証

研究では，環境資源のもつ外部効果(レクリエーションの便益等)の評価が実現されている。アン

ケート調査などによりデータの作成を行う必要性はあるものの，対象とする便益測定の範囲が明確

であることから，環境資源の価値の測定においても， トラベルコスト・モデルの応用は有効な手段

であると考えられる。具体的には，環境資源の利用者が環境資源を利用する際に支払う機会費用を

推計し，その集計を行うことが環境資源の便益評価への第2番目のステップとなろう。

2 オプション価値(便益評価への不確実性の反映)

ここまでの議論では，環境資源の利用に関し何ら「不確実性jは存在しないものと仮定してきた。

しかし一般的に，財の利用において， r不確実性jは重要な側面となっている。環境資源の利用に関

しても，同様に「不確実性Jは重要な側面であり，市場で一般に取引される財に比べ，それはより

重要な側面となってくるo

不確実性が存在するもとで資源の価値を測定する場合，資源の利用者が，様々な状態下で資源の

利用に対して支払っても良いと考える支払い意志額の期待値川を利用するのが一般的な方法であ

る。例えば，湘南海岸の利用に関する便益を求める場合，晴れの日に海岸を利用するために支払っ

ても良いと考える支払い意志額と雨の日に海岸を利用するために支払って良いと考える支払い意志

額をそれぞれ求め，これらに晴れの日と雨の日の確率を掛け合わせて支払い意志額の期待値を求め

ることとなるo しかし，環境資源の便益評価においてこうした支払い意志額の期待値を代用するこ
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とは，不適切な結論を導く可能性をも.つことが指摘されている。

Weisbrod (1964)は， r (環境)資源の利用可能性に不確実性が存在する時，その資源の利用者が

資源の利用から期待される便益(支払い意志額の期待値)に付加て，更なる対価を支払う用意があ

るJことを論じた。この対価は Cicchettiand Freeman (1971) によって「オプション価値jと名

付けられた。

そこでの議論を言い換えるならば， r支払い意志額の期待値の代用は，このオプション価値を反映

させないため，資源の持つ価値を過小評価するJというものである。 1970-80年代を通して， r資源

の利用者が期待される便益以上の支払いを常に行うかJという議論が行われ，オプション価値のサ

インに関し理論的な考察が試みられた。結論は， r不確実性の存在下で資源の利用者が資源の利用か

ら期待される便益以上の支払いを常に行う意志があるわけではなく，様々な状態下で利用者が資源

の便益をどのように評価するか，また，資源の利用者が保険市場にどの程度アクセス出来るかにオ

プション価値のサインは依存するJというものであった(Schmalensee1972. Graham 1981)。オプ

ション価値のサインが理論的に定まらないことが証明されると，r支払い意志額の期待値の代用によ

り発生する測定誤差がどの程度深刻か，オプション価値はどの程度の大きさかJという点に関心が

向けられるようになった。こうした背景から，数多くのシュミレーションスタディーや実証分析が

行われたが，オプション価値の大きさに関しては未だはっきりとした結論が導かれていない。言い

換えるならば，今の所，資源の価値の測定において，支払い意志額の期待値を応用した便益評価が

適切かどうかコンセンサスは導かれていない。

この一つの原因として，オプション価値の議論において数多くの問題が一度に考慮されているこ

とが挙げられる。そこでは，先に述べた便益評価手法に環境資源のもつ外部効果を反映させるスキ

ームの開発の問題に加えて，不確実性を軽減するためのリスクプレミアムの問題，期待効用理論の

妥当性の問題，が同時に議論されている。 Ma的emoto(1999)は，オプション価値に関連するこれ

らの問題を分離して理論的な説明を加えている。

便益の評価に関連するリスクプレミアムの測定において重要な項目は， 1)リスクの大きさ， 2) 

危険回避度， 3)代替財の利用可能性，である。環境資源の便益評価においてこの中で取り分け重

要な項目は， 3)代替財の利用可能性であり，不確実性が解決した後，資源の利用から得られる便

益を市場を通して交換出来ると仮定する場合と，市場を通して交換出来ないと仮定する場合で，リ

スクプレミアムのサインは逆になるo

一例を挙げて説明すれば，ゴールデンウィークの観光施設の利用便益を評価する場合，天気が良

いと判明してからその施設の利用権を購入出来ると仮定する場合と，こうしたことが出来ないと仮

定する場合でリスクプレミアムのサインは逆になる。天気が良いと判明してから施設の利用権を購

入出来る場合，施設の利用を考えているものは事前にリスクプレミアムを支払って施設の利用権を

購入する意志を持たない。一方，天気が良いと判明してから施設の利用権を購入しようとするので

は時既に遅しという場合には，施設の利用を考えているものは事前にリスクプレミアムを支払って
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施設の利用権を確保する意志をもつo

環境資源の利用に関して考察をすると，不確実性が解決した後にその利用権を市場を通して売買

することは難しいと思われる。従って，資源の利用を考えているものは資源の利用権を確保するた

めリスクプレミアムを支払う意志を持つものと思われる。しかし， トラベルコスト・モデルやへド

ニック・モデルのような「顕示選好理論Jに依拠したモデルでは，通常，不確実性が解決した後で

も資源の利用権を市場を通して売買出来るものと仮定しているo 従って，資源の利用を考えている

ものは，その利用権を確保するためのリスクプレミアムを支払う意志を持たないと仮定している。

このため，顕示選好理論に依拠したアプローチでは環境資源の利用価値に伴うリスクプレミアムが

過小評価されることとなると思われる。

オプション価値の議論におけるもう一つの問題として「期待効用理論の妥当性」の問題が取上げ

られている。中でも，晴れの日の便益評価と雨の日の便益評価に違いが見られるはずであるといっ

たように，資源の利用者の効用が天候などの状態に依存するものとして， r状態依存型の効用関数」

を用いて理論的な考察がなされることが多いiv0 Kami (1985)が指摘するよう，状態間で限界効用

が変化する場合には，効用関数の状態依存性を仮定して支払い意志額を導出した場合と依存性を仮

定せず支払い意志額を導出した場合に食い違いが見られてくる。また，Graham (1981)等が指摘す

るよう，効用関数が状態に依存する場合には，保険市場の利用可能性が，資源の価値に大きな影響

を持つこととなる。本稿の対象である環境資源の利用に関しでも保険市場の利用には制限が存在し，

環境資源の便益評価において，効用関数の状態依存性の問題は重要な側面となると予想される。し

かし，こうした理論的な示唆にも係らず，資源の利用者の効用が状態聞で変化するものと仮定して，

実証分析を行った研究は今のところ殆ど存在しないvo今後，実証研究の展開が切に要請される分野

かと思われる。

ここまで，環境資源の便益評価の範囲として，外部性の取り組み，不確実性の反映，を取上げた。

続いて， r非利用価値(資源を利用せずに見出される価値)Jに関する研究成果を紹介したいと思う。

なお，後述する様，非利用価値は， r顕示選好理論jに依拠したアプローチでは十分に補足すること

が出来ない。このため，非利用価値を補足するためには， r Contingent Valuation Method (CVM) J 

に代表されるような「表明選好理論Jによるアプローチの活用が必要となる白 CVMでは，環境資源

の変化に対する「支払い意志額Jをたずねることで環境資源の便益評価が行われる。一般的には，

アンケート調査などを行い，仮想的な質問に対する支払い意志額が関われる。以下，非利用価値と

不確実性の関係について説明を行った後に，表明選好理論における非利用価値の取り扱いについて

考察を施したいと思う o

3 疑オプション価値(不可逆的開発の便益評価)

不確実性の存在が，資源の非利用価値に及ぽすもう一つの効果として， r疑オプション価値Jを考
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慮する必要がある。疑オプション価値とは， r一度，資源の利用方法の変更がされるとその利用方法

をもとに戻せないような不可逆的な開発が検討されている場合，資源の利用者は開発に伴う便益を

減免するように評価を行うjというものである。 Krutilla(1967)は， r開発に伴う不確実性の存在

が，資源の利用者にあたかもリスク回避的行動(資源の保全行動)をとらせるように仕向けるJこ

とを始めに示唆し，Fisher等 (1972)，Arrow and Fisher (1974)は，これに数学的な証明を提供

している。

疑オプション価値に関する研究は，主として理論分野を中心に行われ，数多くの事項が示唆され

てきた。そこでの中心的な議論は， r開発を徐々に実施することが可能であり，開発の実施により有

益な情報を得ることが出来る場合には，付加逆性の問題は開発の便益評価にそれ程強い影響を持た

ないJというものであった。言い換えるならば，Krutillaが仮定したようなケースが必ずしも発生す

るわけではないことが示された。

しかし一方，環境資源のように，開発を資源の一部分に限定し実施することが困難であり，開発

を実施するならば資源全体の利用に影響が及ぶような場合，また，開発の実施によって得た情報を

その後の開発活動に応用することが困難な場合には，依然として Krutillaの指摘は正しい。従って，

現在の利用方法を継続することにより環境資源からもたらされる便益を，開発を実施し利用方法を

変更した後に得られる便益と比較する場合には，疑オプション価値を反映させ，開発の便益を割り

引いて評価する必要がある。

例えば，鎌倉山の開発を一度行ってしまえば，そこに育まれてきた生態系をもとに戻すことは不

可能であろう。こうした場合，市民は現在の鎌倉山の利用に対して付加的な便益を見出し，或いは

開発による便益を割引くことによって，環境保全的な行動をとることとなるが，こうした行動は

Krutillaが指摘するよう，しばしば環境資源の利用リスクを勘案した上での合理的な選択結果導か

れたものである。しかし，市民が見出すこうした疑オプション価値は，資源の利用価値には含まれ

ておらず，市場で得られるデータなどを用いた限りでは，その価値を補足することが出来ない。

仮に，市が市民の要求(不確実性を考慮した上での環境保全行動もしくはリスク回避行動)を考

慮せずに，資源の利用価値(市場から得られるデータ)のみに基づいて不可逆的な開発計画を推進

した場合は，その政策は疑オプション価値を反映したものとならないこととなる。こうした，政策

の推進は合理的な選択とは言えず，社会の厚生水準を低下させるものとなる。

4 遺産価値(将来世代の便益の反映)

「遺産価値jとは， r現役世代Jがその資源利用に便益を見出さないが， r将来世代Jがその資源の

利用に見出す価値を意味するo 新薬開発を目的とした種(生物多様性)の保存などが，この例とし

てしばしば取上げられているo そこでの論点は，今現在森林が活用されていないとしても，将来，

エイズの治療に有効な植物がその森林から発見される可能性があるため，将来世代の便益に配慮し

て，森林を保護し，生物多様性を維持することが必要であるといったものである。では果たして，
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この遺産価値は，従来の費用便益分析で対象とされる便益評価の範囲に含まれないのであろうか。

マクロ経済学の動学分析の分野で指摘すれよう，現役世代が将来世代の効用を適切に割引し，考

慮している限り，現役世代に対して便益評価を行うことで，長期的(動学的)視点からも資源利用

の最適化は達成されるはずである。平易な言い方をするならば，孫子のことを考えて現役世代が資

源の利用を考えているならば，現役世代の選択は孫子にとってもおのずと望ましいものとなってい

るはずである。従って，現役世代へ資源利用の便益評価を行うことで，孫子にとっても望ましい社

会選択が実現されるはずである。こうした場合，遺産価値は改めて考察されるべき事項ではない。

しかし，将来の環境資源の利用に関して不確実性が存在し，現役世代が将来世代の便益を適格に

考慮しきれない場合，現役世代の資源利用の便益評価を行うだけで，長期的(動学的)視点から望

ましい社会選択が実現されるとは限らない。取り分け，将来世代が既存の環境資源の利用からもた

らされる便益に加えて，その環境資源の利用へ新たな便益を見出す可能性がある場合には，現役世

代へ対して便益評価を行うだけでは，その資源のもつ価値を過小評価することとなる。

とはいうものの，環境資源の利用に関する不確実性を取り払うことは出来ない。将来世代が，環

境資源をどのように利用するか，また，それらに新たにどのような便益を見出すかを正確に予想す

ることは出来ない。どのような便益評価手法を用いようとも，将来世代の資源利用に関する情報を

持たない現役世代へその支払い意志額を問う限りは，遺産価値を補足することは出来ない。

遺産価値は，大別して二段階の問題を取り扱っている。第1段階目は，現役世代がもっ情報を有

効活用する段階である。現役世代が将来世代に配慮を行う限り，この段階の問題は，環境資源の利

用に関連する不確実性を便益評価どのように反映させるかというものとなり，先に述べた疑オプシ

ヨン価値と議論をーにする九つまり，現在の資源の利用者は将来の利用者の価値を考慮しているた

め，表明選好理論を適切に活用し，現役世代に資源の価値を問えば，遺産価値(疑オプション価値)

を便益評価へ反映することが出来るo 一方，第2段階目の問題はより深刻である。そこでは，現役

世代がもっ情報を活用できない段階であり，CVMなどを活用し，現役世代に資源の価値を問ったと

しても導出できない遺産価値を問題としている。この第2段階で，せいぜい出来ることは，環境資

源の価値を測定するにあたって，将来世代が新たに見出すかもしれない便益を少しでも加味すべく，

コンティンジェンシーをもって分析結果を取り扱うことである。

5 .存在価値(便益評価の対象者の限定)

Hト3及びIII-4では，環境資源の兼ね備える非利用価値の問題として，不可逆的開発の便益評価，

将来世代の便益の反映，を取上げた。しかし，これらの問題は非利用価値の問題として取上げられ

たものの，前者は「不可逆的な資源利用Jに付随する価値であること，また，後者は「将来世代の

資源利用Jに係るの問題であることから，厳密な意味での「非利用価値jではない。正確に言えば，

これらの価値は，不確実性の存在により非利用価値の範鴎に組み込まれた性質のものである。これ

らに対して，最後に残された「存在価値」は，厳密な意味での非利用価値といえる。存在価値は，
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ある個人がまったく資源を利用する機会をもたない場合でも，資源が存在することを認識すること

により見出す価値のことを示す。例えば，ある個人がグランドキャニオンに行く機会に恵まれない

としても，グランドキャニオンの存在自体に価値があると見なすならば，その個人はグランドキャ

ニオンの存在価値を認めていることとなる。

しかし，この存在価値を便益評価の範囲に含めるべきかについては，未だ議論の分かれる所であ

る。実際，少なくはない経済学者が，存在価値の取り扱いを疑問視している。そもそも，自己がま

るで利用する可能性がない資源に対して，支払い意志額を持つ人がいるのであろうか。グランドキ

ャニオンを保存しようと考えるのも，その写真を観て満足するため，或いは，地球の気候に重大な

影響をもつから保存するためと，グランドキャニオンを間接的に利用するためであるのではないか。

また，将来自分の子孫が同地を訪れるかも知れない，或いは，新たなる利用方法が見出されるかも

知れないと，グランドキャニオンの利用便益に関する不確実性を反映させた結果なのではないだろ

うか。

存在価値を含めて便益評価を行うとなると，特定資源に存在価値を見出す人々を探し出し，それ

らの人々へ支払い意志額を聴く必要があるが，これは極めて困難な作業と思われる。例えば，日本

に在住する人にグランドキャニオンの存在価値を認めるかについてヒアリングをするのは現実的な

アイデアでないと思われるし，ヒアリング結果に基づいた資金を実際に支払う意志があるか確認す

るのはより複雑な問題である。実際，そのような調査を行ったとしても，支払い意志額を反映させ

るようなメカニズムを設置することなど出来るのであろうか。

筆者は，CVMを活用して環境資源の価値を測定することは，有意義な試みであると考えるが，便

益評価の結果導出された数値が何を示唆するのか，今一度考察し直す必要があると考えるo例えば，

CVMを用いて自然遺産の価値を評価したとしよう oそこで導出される数値は，野生動物や生態系を

将来の利用するかも知れない価値を反映したものなのではないだろうか。本当に，環境資源の利用

にまつわる不確実性を差し引いた上での，単に自然遺産が存在するという意味での厳格な非利用価

値を反映したものなのであろうか。

存在価値が存在するという立場をとるのであれば，なぜ，アンドロメダ星雲の星の存在価値を問

題視しない人が，特定の自然遺産の存在価値を問題視するのか説明する必要があろう o ここでの態

度の差異は，星の存在価値と自然遺産の存在価値の大小により生じているのでなく，両者の利用に

関する不確実性から生じているものだと考えるのが自然ではないだろうか。

IV.おわりに

III節では，図 1に沿い，環境資源の便益評価の範囲について説明を行った。具体的には， 1)外

部効果の反映， 2)オプション価値の反映， 3)不可逆的開発での疑オプション価値の反映， 4) 

将来世代の便益の反映，といった事項について説明を施した。

1 )外部効果の反映に関しては，へドニック・モデルやトラベルコスト・モデルといった顕示選
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好モデルによって成果が収められており，今後は，これらの研究成果を，知何に政策決定など実務

の分野へ利用していくかといくことが問題にされよう o

一方， 2) -4)の不確実性にまつわる価値の反映をするためには，相当程度取り組むべき課題

が残されている。先に述べたよう，環境資源の利用方法は，一般的な財の消費問題と異なり，市場

メカニズムを活用してその是非を問えない。このため，その便益評価のためには，様々な工夫を施

すことが必要となる。顕示選好法に依拠したアプローチは，もともと市場メカニズムが機能するこ

とを仮定しており，便益評価において不確実性を適格に反映させることが困難である。このため，

CVMに代表されるような， r表明選好法Jによる便益評価を利用することが避けられない。様々な

バイアスが存在すること，アンケート調査に費用が嵩むといったデメリットが存在するが，CVMの

活用によって，オプション価値と疑オプション価値を便益評価に反映させることは可能であると思

われるo

しかし，この CVMも万能なアプローチとは言えない。遺産価値の内，現役世代が自らのもつ情

報に基づいて将来世代の資源利用を考慮する部分については，CVMにて補足することが出来よう。

しかし，たとえ CVMを用いたとしても，現役世代が情報を持たない部分については補足すること

が出来ない。こうした部分を含めて長期的(動学的)視点から環境資源の利用の効率性を追求する

ためには，環境資源が兼ね備える未知なる利用便益に関し，コンティンジェンシーを設定する必要

がある。

また，CVMが計測する便益についても，その内容をもう少し考察する必要があろう oCVMにて

存在価値として補足されている非利用価値の多くは，実は，資源利用の不確実性によって産み出さ

れる価値であり，厳格な意味での存在価値ではないのではないか。不確実性を便益指標に反映させ

るメカニズムを用いることが難しいため，存在価値と言う名前で取り扱われているのではないだろ

うか。

市場メカニズムの利用制限は，不確実性が便益評価に及ぽす影響を鉱大する。従って，市場メカ

ニズムの利用制限を伴う環境資源の価値の計測では，不確実性が便益評価へ及ぽす効果を解明する

ことが求められてくる。本稿がこうした目的にかない，環境資源の価値の計測への一助となること

を期待する。
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注

お寺の中には確かに入場料を請求するものもあり，敷地内への入場を制限し「排除Jを行うことは可能である。

また， トルコのプルーモスクで行われているよう，信者のお祈りの時間に，他の宗教の人の入場を制限することな

ど時間的な制限を課すことも可能である。しかし，程度の差はあるものの，多くの環境資源の多くは，国民全体の

公共資産として認知されることが多く，厳格な「排除性Jを課すのは難しいと考えられる。

ii 実際，近隣に緑豊かな公園がある地区の住宅地の地価は，そうでない地区の地価に比較して，価格が高いことが

実証研究にて示されている。

iii Expected Consumer Surplusを意味する。

iv von Neumann-Morgenstern型の効用関数を拡張した状館依存型の関数を用いたオプション価値に関する理論

的な考察は行われてきた。

v Cameron and Englin (1997)の研究成果が最も進んだものと恩われる。(そこでは，効用関数な状態に依存する

ものと仮定し，支払い意志額の分析が展開されている。)

vi この他，将来世代の便益をどのように割引くかといった点ももちろん重要な事項である。
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